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１　いまなぜ地価関数のヘドニックアプローチが求められるのか

国，地方を問わない財政事情の悪化により，社会資本投資をはじめとする公共政策に厳しい目が向けら

れている。また価値観の多様化や社会経済活動の複雑化は，政策についても多様な見方を生み，市民のコ

ンセンサスづくりは必ずしも容易ではなくなってきている。このような中で市民のコンセンサスに裏付け

られた社会資本の効率的な選択と投資の必要性が一層高まってきている。その評価のためには何らかの数

量的な指標が求められる。

（社会資本投資とキャピタリゼーション仮説）

社会資本投資の便益は，ある一定の条件の下では，地価の上昇に帰着するというキャピタリゼーション

仮説がある。このキャピタリゼーション仮説に基づくヘドニックアプローチにより，たとえばある道路の

整備効果を計測する場合，道路周辺の地価の差を道路という社会資本整備により生じる差及び道路整備に

より生じる環境条件の違いが地価に反映すると考え，それらの条件がどのように地価や住宅価格に影響す

るかを分析することができる１）。これにより
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１）キャピタリゼーション仮説については肥田野（1997）参照。環境価値の評価については，Pearce，etc．（1989），植田（1996），家

木（1997）参照。時系列でのキャピタリゼーションの成立条件については金本（1992）参照。そこでは簡単な２地域モデルを用

いてヘドニック･アプローチによる便益評価の信頼性とバイアスが検討され，（１）環境質改善によって引き起こされる土地価格

の時系列的変化は，小地域の場合以外には便益の上限にも下限にもならないが，（２）地域間の移動が自由で費用がかからないケ

ースについては，ヘドニック・アプローチによる推定は便益の上限として利用できる，（３）開放・小地域ケースのようないくつ

かの特殊ケースには正確な便益評価をもたらす，とされている。



①従来計測することが困難であった環境をはじめとする市場で取引し得ない財，サービスの貨幣尺度で

の評価が可能となる。それにより便益計測の客観化が可能となる。

②便益の計測が可能となることを踏まえ，行政的な政策評価で暗黙裡に用いられることが多かった（横

並び的）費用最小原則を変更し，効率性基準に則った純便益を最大とするプロジェクト選択が可能

となる。

③個々の土地における複数の機能やプロジェクトごとの便益の帰属を明らかにできるので，複合プロジ

ェクトや複数の行政主体に跨るプロジェクトのコスト・アロケーションにも適用が可能となる。

④中央官庁と地方自治体，企業および住民間でのコスト･アロケーションあるいは受益者負担が実現し，

公平性および財源の確保が可能となる。

⑤地価に注目することにより固定資産税・都市計画税および地価税等との連動が可能となる。

②～⑤の可能性については，まず①における検討，すなわち貨幣尺度での評価を行うことが前提となる。

（目的）

環境問題や住宅問題の重要性に鑑みれば，横浜市などの大都市部における社会資本投資については，そ

れが環境に与える外部効果と地価に与える効果を考える必要性は特に大きいであろう。たとえば道路事業

は防災に役立つ反面，大気汚染や騒音という負の効果をもたらすかもしれない。同時に道路事業は交通事

情の改善を通じて，その近傍の地価を高めるかもしれない。緑地事業は住み心地の良さを通じてアメニテ

ィを高めるかもしれない。アメニティの良さは住宅地としての評判を高め，地価を上昇させる可能性がある。

このように環境と地価に与える影響を抜きにして社会資本整備を考えることはできない。いうまでもな

く住民の利便性は，福祉的な要素と財産的価値に影響され，それらにより住民の社会資本に対する評価が

定まるからである。社会生活の複雑化により，個々の住民の環境に対する評価は多分に主観的なものであ

るが，社会全体ではそれは地価に反映されるであろう。たとえば成城，田園調布，松涛地区は，類似の条

件にある他地区に比べてその地価はかなり高いことが知られている。これは環境，アメニティを通じた評

価が地価に反映していると考えることは自然であろう。

また地域開発を考えるとき，幹線道路や鉄道がなければ，オフィスや工場の集積，誘致は困難であろう。

いわゆる京浜工業地帯の工場集積や丸の内の本社機能の集中は社会資本の整備が無ければあり得なかった

であろう。これらの地区の地価は社会資本の整備状況を反映しているであろう。そこで我々は横浜市のパ

ネルデータを用い分析することにより，同一時点における地点間の地価の差と同一地点における異時点間

の地価の差が，社会資本ストックの整備状況の差や環境要因の変化によりどのような影響を受けているか

を明らかにする２）。これが本論文の第一の目的である。

さらにこの地価関数の推計を元に，具体的な社会資本整備の例を取り上げ，それが地域の実情によりど

のように異なる影響を与えるかを試算することで，社会資本投資の評価に関して多面的なルートを通じた

効果を考慮する必要性があることを示す。これが本論文の第二の目的である。

本稿の構成を簡単に説明する。次節で土地の外部性について解説する。３節でヘドニックアプローチの

理論を紹介する。４節で地価関数の推計を行い､５節でそれを踏まえた道路整備の地価に与える効果を試

算する。最後に簡単なまとめを行う。
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２）異時点間の変動の影響をクロスセクションではとらえることはできない。時系列データでは他の要因をコントロールすることは

困難である。



２　土地に関する外部性

（土地利用の外部性と土地利用規制）

キャピタリゼーション仮説は，土地利用に関する市場の失敗を生み出す｢外部性｣を明示的に考慮するも

のである。土地利用の外部性のために都市においては，土地利用規制と公共部門による社会資本整備が行

われる。土地利用規制の中心をなすのは，「都市計画法」と「建築基準法」である。これにより，「開発規

制（市街化区域・市街化調整区域指定）」「用途規制（用途地域指定）」「形態規制（容積率・建ぺい率指定）」

などが行われている。

公園，道路，港湾，上下水道などの公共事業は直接的に民間主体の土地利用に介入するものではないが，

民間主体が享受する社会資本サービスの水準を変化させることによって土地利用の変化をもたらしてい

る。それにより公共事業を通じて土地利用の誘導を図ることも可能となっている。

また土地利用は「隣家の手入れの悪い生け垣により周辺住宅の資産価値を下げている」「道路は街区単

位での整備が必要であり，自宅の前の部分だけ道路を広くしても意味を成さない」といった近隣外部性を

発生させる代表例である。またその外部性を内部化する事は困難である。さらに道路や公園などの社会資

本は便益の広がりが一定の地域にとどまる「地方公共財」あるいは「地域的公共財」であり，受益と負担

の関係について，一種の外部性が発生しているといえる。これらの意味で社会資本の金銭的･非金銭的便

益の評価は市民のコンセンサスを得る上でも有益である。

（土地財の特性と土地市場）

土地は，大量生産される家電などとは異なり個々に条件が異なるという個別性を持つ。そのためにそ

れぞれの土地は他の土地と差別化されることとなる。また同時に，各土地が孤立して存在するのではな

く連担しているという連担性を持つ。これにより土地利用が周辺の土地に影響を及ぼすこと（外部性）

となる。この個別性からくる情報の非対称性と連担性からくる外部効果により土地は「市場の失敗」が

起こりやすい財であるといえる。個別性が強いことからその取引は相対取引で行われる。わが国では地

価は，多くの場合｢取引事例比較法｣によって判断されている３）。もちろん取引事例比較法でも土地に関す

る情報の不足からかなりぶれが生じるという問題点はあるものの，その評価項目（不動産鑑定評価基準

（H２．10．26）参照）は大気汚染等の環境要因，道路との近接状況という社会資本の整備状況を含む一

般的要因，地域要因，個別的要因とに分けられかなり網羅的であり，地価の評価には一般によく利用さ

れている。

直接的には測れない各々の社会資本投資の便益は地価に帰着すると考えられるので，不動産鑑定価格に

注目することにより，固定資産税，都市計画税，地価税との連動を可能にし，開発利益とその還元の研究

へ繋げられるという点にも政策的な利用意義がある。

３　非市場財の分析手法とヘドニック･アプローチの経済理論

市場で直接取引されない非市場財の便益計測の手法は，分析対象の顕示度に注目すると，表明選好法
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３）最近では収益還元法も採用されるようになった。



（Stated Preference）と顕示選好法（Revealed Preference）に大別される４）。前者の代表がCVM

（Contingent Valuation Method）である。後者には行動に着目して分析する手法やヘドニック法がある。

土地や住宅を対象とした地価モデルは，地価や住宅価格を被説明変数とし，環境質を説明変数とする地価

関数を推定したうえで，そのパラメータから環境質の効果を評価しようとするヘドニック・アプローチの

代表例である。この方法は価値計測に際して必要な関数推定が比較的容易である。環境改善プロジェクト

の規模が小さい場合や，あるいは影響範囲が狭ければ，総便益の計測が可能となるなどの利点を有する。

また，異なる環境質，社会資本整備の便益の評価を統一的に行えることから応用範囲の広い手法である。

本論文においても，社会資本投資と環境（アメニティ）を対象に取り上げること，また，非市場財につ

いての的確な便益の計測を目指すことから，ヘドニック・アプローチにより実証分析を行い，その応用を

行う。

（ヘドニック･アプローチ）

ヘドニック･アプローチは1970年代になってRosen（1974）等によって展開されてきた。以下Rosenによ

りその概要を説明する。Rosenは市場が，ある財の消費者と供給者によって構成され，その取引から多様

な特性 z を有する財の価格が決定されるとした。土地財を都心への交通利便性，敷地面積，周辺環境な

どを表わす特性ベクトル ＝（z1, z2,…, zn）で表現する。その市場価格は特性ベクトルに対応して決定さ

れ，地価関数 p（ ）の形に書くことができる。土地財の需要者と供給者はこの地価関数を与件として行動

する。

需要者は多様な特性を有する財 と，その他の全ての財を代表する合成財 x を所得制約のもとで購入

し，その効用 u（x, ）を最大化する。

MAXIMIZE  u（x, ） （１）

subject to      I=x＋p（ ）

ここで，I は所得，p（ ）は ＝（z1, z2,…, zn）という特性の財に対する地価関数（ヘドニック価格関数）

である。この問題を解くために，

L＝u（x, ）＋λ（I－x－p（ ）））

のラグランジュ関数 L を導入する。１階の条件から， と表記すると，

（２）

となる。（２）式を満足するx＊， ＊がこの消費者の購入量であり，効用 u＊もこれによって定まる。

このとき得られる最大効用値 u＊を用いて間接効用関数を表わすことができる。

u（x, ）＝u（I－p（ ＊）， ＊）＝u＊ （３）

Rosenは（３）式を用いてu＊を達成するのに必要なγ（ ）という関数を提示した。

u（I－γ（ ）， ）＝u＊ （４）

（４）式は，効用水準 u＊ を維持した上で特性（z1, z2,…, zn）を有する財（z）に支出できる最大の額

「付け値（bid price）」を表わす付け値関数である。付け値関数は任意の u で定義できるので，以下のよ

うに書くことができる。

u（I－γ（ ；I，u）， ）＝u （５）z→�z→�

z→�z→�
z→�

z→�z→�z→�

z→�

∂p
∂zi

ui
ux
＝�

I ＝�x＋p（　）�z→�

∂u
∂zi

∂u
∂zx

を�ui を�ux，�

z→�z→�

z→�z→�
z→�

z→�
z→�

z→�

z→�
z→�
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４）評価方法の内容と問題点については竹内（1999）参照。



さて，ここで，z のうち，特性 i の zi で両辺を微分すると，I－γ＝xであることから

（６）

を得る。（６）式から付け値関数γを zi で微分したγiは，効用関数において zi と合成財 x の限界代替率

を表わしていることがわかる。これは特性 zi の価値の１つの定義といえる。

以上の結果より，最適行動を行い現実に財を購入した消費者にとっては，その財の特性において，付け

値と市場価格は一致する。

したがって，同質的な消費者しか存在しない場合は，地価関数p（ ）と付け値関数γ（ ）は一致し，異

質の消費者が存在する場合は，地価関数 p（ ）は付け値関数γ（ ）の包絡線となる。

一方，供給者はある技術的条件（β）のもとで与えられた利潤（π）を得るために最低限必要な z の

価格を表わす関数，すなわちオファー関数を有している。これをo（ ，β，π）とする。

このとき多様な供給者が存在すると，現実に財を供給した者のオファー関数の包絡線がやはり地価関数

p（ ）となる。以上をまとめると図１のようになる。z→�

z→�

z→�z→�
z→�z→�

∂γ�
∂zi

∂x
∂zi

∂u
∂zi

∂γ�
∂zi

∂u
∂x

ui ux

×� ＋� ＝0

また，� ＝�

＝�

－� であるから�

－�

∂x
∂zi

∂u
∂zi

∂u
∂x×� ＋� ＝0

となる。結局，�

γi /
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図１　付け値関数・オファー関数・地価関数
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以上により，市場の均衡価格を表わす地価価格曲線は付け値関数およびオファー関数の包絡線であるこ

とがわかる。

Rosenはこの付け値関数の推定を行うために次の手順を示した。まず，財を購入した需要者にとっての

付け値関数と地価関数は，その財を購入した価格および z の水準で同一の値をとり，かつ，接線を共有

することから p，γ，zi でそれぞれ微分したものは

pzi＝γzi （７）

となる。そこで，まず地価関数p（z）を推定する。このとき p を z へ回帰させる考え方をヘドニック・ア

プローチと呼ぶ。次に p を z で微分した関数の値をデータ（地点）ごとに求め，これを z ，αへ回帰さ

せ，付け値関数を微分した関数（限界付け値関数）を推定しようというものである。

（８）

ここで，αは所得やその他の需要者の特性であり，効用水準 u を含む。これにより付け値関数が求め

られるので，zi に対応する価値も消費者タイプ別に明確に求められる。

同様に，オファー関数を微分したものを

（９）

によって推定する。実際には上記２式を同時推定することになる。

付け値関数により，財の特性 の水準が １→ ２に変わったときの支払意思額（WTP）を，γ（ ２，u＊）－

γ（ １，u＊）とすると，これは財の特性が １→ ２へ変化した場合の経済評価となる。なお，地価で求め

た価格差（市場価格差）は支払意思額より大きい。すなわち，p（ 2）－p（ 1） γ（ ２，u＊）－γ（ １，u＊）

となる。しかし微少な変化であれば，つまり限界的な特性水準の変化（環境改善）であれば両者は一致す

る。このようにしてヘドニック地価モデルにおいては，付け値関数を用いて環境改善の便益を測ることが

できる（図２参照）。

z→�z→�＞�z→�z→�
z→�z→�z→�

z→�z→�z→�z→�

∂
∂z
p（　）�z→�

z→�
∂o
∂z＝� ＝oi（�，β，π）

∂
∂zi

� （�z→�
p（　）�z→� ∂γ�

∂zi
＝� ＝�γi ，α）

－52－

会計検査研究　№22（2000.9）

図２　環境の質の変化と付け値および地価関数
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γ(z ,u ) - γ(z ,u )



地価関数の関数形として線形の関数を選べば，推定式は以下のようになる。

p＝α0＋α1 z1＋α2 z2＋・・・αn zn＋u （10）

ここで p は地価，ziは i 番目の属性，αi は推定する係数，u は誤差項である。

４　ヘドニック・アプローチを用いた横浜市における地価関数の構築

本節では，環境要因を考慮した地価関数を推計する。

（１）先行研究とパネル分析の意義

ヘドニック・アプローチを用いた地価関数については近年精力的な実証分析が行われている。たとえば

肥田野（1987）は受益者負担などの計画制度への有力な情報を提供し得るとしている。 金本・中村・矢

澤 （1989）は 東京都の住宅地域297ヶ所を対象に環境条件の違いがどのように地価や住宅価格の違いに

反映されているかを検証している。山崎（1991）は環七における騒音を取り上げている。矢澤・金本

（1992）は 川崎市の地図情報データシステムによる局地的な環境データとアンケートによる主観的な環境

評価データを利用している５）。ただし先行研究の多くは一時点のクロスセクション分析，あるいは時系列

分析である。それではその時点特有の効果や地点特有の効果を明確にとらえることはできない。これらを

考慮するためには，パネルデータの使用が望ましい。パネルデータは，基本的にはそれぞれの時間断面で

は従来の静的（横断的）分析データとしても活用可能であり，かつ個々のサンプルを特定してその変化を

経時的に追跡できる利点をもつからである。

パネルデータを使用し，分析することの利点としてBaltagi（1995）やHsiao（1986）は以下のような点

を挙げている。

①　パネル分析ではクロスセクションの地価データについても，それぞれの地点ごとの異質性をコント

ロールすることができる。ヘドニック・アプローチは地点間の差異に基づく環境の違いによりアメ

ニティの評価を行うが，一般的に小地域であることが便益推定の上での条件であるとされている。

これは地域が広くなるにしたがい，地域による格差が大きくなるためである。一時点のクロスセク

ションデータでは，それぞれの地域の違いを無視して，同一に扱うので，誤差が大きくなる。一方

パネルデータでは，異質性に基づく差異をコントロールすることができる。また，地価公示標準地

が５年ほどで変更される場合が多いといった点からも，地点ごとの異質性をコントロールすること

は重要である。

②　サンプル数が増え自由度が増す。変数間の変動がより起きて多重共線関係が起こりにく

くなる。N個の地点のT期間のデータを集めればサンプル数はN×Tとなり，N個のクロスセクション

データを１時点に限って使用するよりも自由度が増え，その結果，検定の信頼性が高まる。また，

複数個の用途指定や土地利用について説明変数を導入すれば，多重共線関係が起こるであろう。し

かし，この場合地域別に見た用途指定や土地利用は異なるので，その変動を合わせて利用すること

により，パネルデータでは，この問題を回避することができる可能性がある。
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５）この他にも肥田野（1992），中村（1992），肥田野・林山・山村（1992），安藤・内田・吉田（1992），屋井・岩倉・洞（1992），肥

田野・山村・土井（1995），肥田野・林山・井上（1996），堤・清水・井出（1999）が様々な分析を行っている。



以上のパネル分析の特徴及び便益計測に関する議論を踏まえた上で本論文ではパネルデータを用いた分

析を行う。

（２）分析の対象および範囲

（地価データの種類と地価公示）

わが国の土地･住宅市場における価格データは現実の売買データ（取引事例，あるいは売買取引事例）

以外に，評価価格である公示地価，地方自治体が発表する基準地価，相続税課税のために国税庁が用いる

路線価，宅地建物取引業協会の地価図に表示された地価，また，日本不動産研究所が発表している主要都

市での定点観測データがある。以上は毎年公表される地価であるが，さらに地方自治体が固定資産税評価

のため３年に１回改定する固定資産税評価額がある。この中でも地価公示価格は，一般の土地取引に指標

を提供するとともに，公共事業の用に供する土地の取得価格の算定基準とされ，また国土利用計画法によ

る土地取引規制のための基準価格とされるものであるので，本稿では地価としてこの公示価格を用いる。

本稿ではパネルデータを用いるので，公示価格を実質化する必要がある。土地が単に生産要素であるな

らGDPデフレータで基準化することが考えられる。また住宅として消費されるとするのであればCPIで基

準化することが考えられる。しかしバブルの経験を持ち出すまでもなくわが国の土地は，生産要素や住宅

消費にとどまらない。明らかに金融資産と並ぶ資産としての側面を持っているので，東証株価指数

（TOPIX）で地価の基準化を行う。

（分析の対象区域）

関数が安定しているかどうかをみるために，横浜市全域（18区）について環境要因を考慮しない地価関

数（データの利用可能性により70～90年，70～95年に分けた）と， 対象の横浜市環状２号線沿線の８区

（期間91～95年，鶴見区，神奈川区，港北区，保土ヶ谷区，南区，磯子区，港南区，戸塚区）とを予備的

に推計した（紙幅の関係で報告は省略する）。その関数が比較的安定していることを確認した上で，環境

の影響を明示的に考慮したモデルの推計を行った。

なお公示地価の対象地点は年により異なるために，本稿ではアンバランスド･パネルデータを用いるこ

とになる。分析用のデータとしては地価公示のメッシュデータ（国土庁土地鑑定委員会），国土地理院細

密数値情報（土地利用データ，地形･距離･区分データ），横浜市メッシュ統計（国勢調査，商業統計，工

業統計，事業所･企業統計），横浜市大気汚染調査，横浜市環境騒音実態調査を用いた。これらによりその

土地の特性や環境状況を把握することができる。

（３）推計結果

（説明変数の選択）

全市域モデルのヘドニック地価関数は先行研究を踏まえ以下のように考えた。

Log（地価/TOPIX）＝f（土地特性，規制，アクセシビリティー，人口静態，工業地，

商業地，道路，緑地，自然的土地利用，都市的インフラ） （11）

この（11）式をランダム･イフェクト･モデルで推計する６）。
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６）分析期間を通じて一定の値を取るダミー変数があるので，固定効果モデルを推計する事はできない。
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具体的な説明変数の選択に当たっては，先行研究で取り上げられた項目や不動産評価基準で取り上げら

れている項目を中心に説明力の高い変数を見極めるために，予備的に逐次変数選択法，プールしたOLSで

のSTEPWISEを行った。その上で以下の変数を選択した（変数の意味は表１参照）。

LCHI  LCHI2 YOUSEKI YOUTO1 YOUTO2  LEKI2  DIST  LPOP  LSET  FAC  LU3P6  BSN  LU1P10

LU1P11  LU1P12  LU2P12  LU3P1  SISETU2  SISETU3  PCT_MAX  NOISE

ここで変数の加工について若干付言する。土地利用の基礎データはメッシュのデータであるが，周辺の

土地利用の影響を見るために，50m，100m，350mという３つの距離区分毎に集計したデータを作成した。

50mという距離は，人の歩いて行ける距離，いわゆる徒歩圏であることから，土地利用の近接（近隣）効

果を見るための距離区分として採用した。100ｍについては，第1種住居専用地域について，道路端から

100m以内の地域とそれ以上の地域とで騒音について，100mを境にそれ以上になると騒音の平均値はかな

り安定するという報告（山崎（1991）参照）にしたがい，100mを騒音環境要因という点から１つの区切

りとした。350mについては，ランドスケープに関する距離区分及び，中規模公園の影響の及ぶ距離範囲

という概念から，土地利用のやや離れた効果を見るための距離区分とした（原科（1994），肥田野（1987）

参照）。

環境要因としてはデータの得やすさから，窒素酸化物中の二酸化窒素濃度の割合の月平均の年度最大値

（PCT_MAX）と環境騒音（NOISE）を取り上げる。

表１　モデルに使用した説明変数とその分類

分類の指標� 変数名� 係数� 単　位�変数の説明�

土地特性�

都市計画規制�

アクセシビリティー�

LCHI

地価� JIKA Log（地価/TOPIX）�

Log（地積）�

円/m

LCHI 2

YOUSEKI

Log（地積）の2乗�

指定容積率�

mβ2

YOUTO 1 第1種住居専用地域�

YOUTO 2 第2種住居専用地域�

LEKI 2 Log（最寄駅からの距離）の2乗�

DIST 東京駅からの距離 

LPOP Log（人口密度）�

LSET Log（世帯密度） 

FAC 製造業事業所密度�

LU3P6 工業用地比率�

BSN 事業所営業所密度�

LU1P10 商業用地比率�

LU1P11 道路用地比率�

LU1P12 公園緑地比率�

LU2P12 公園緑地比率�

LU3P1 農用地比率�

SISETU 2 ガスの有無�

SISETU 3 下水道の有無�

人口静態�

工業地�

商業地�

道路�

緑地�

自然的土地利用�

都市的インフラ�

β0

β1

β3

β4

β5

β6

β7

β8

β9

β11

β12

β13

β14

β15

β16

β17

β18

β19

β20

m

％�

ダミー�

ダミー�

m

Km

人/Km

世帯/Km

事業所/Km

％�

事業所/Km

％�

％�

％�

％�

％�

ダミー�

ダミー�

2

2

2

2

2

2

2



（推計結果の解釈）

結果は表２に掲げるとおりである。決定係数の値はそれぞれ，0.858，0.853と充分高い。同一説明変数

の符号は揃っており，パラメータの地価に与える影響（上昇，下落の方向）は同じであることが確認され

る。これからすれば推計結果は頑健性（Robust）があるといえる。以下，規制，社会資本，環境要因に

関する変数の効果を中心に解説する。

用途地域の規制についてみると，１%水準で有意であり，地価に対しプラスの影響を与えている。第１

種住専地域などの規制が快適な住空間の指標となっていることを示唆している。このアメニティが地価を

上昇させる方向に作用を及ぼしていることがわかる。YOUSEKIも１%水準で正であり土地利用の効率が

地価に影響していることが示される。LU3P1（農用地比率）は有意にマイナスである。これは農地の転

用規制を反映しているとみられる。

土地利用に関連するLU1P10は１%水準で有意に正であり，その値も大きく，近隣の商業地比率が地価

を上昇させる方向に大きな影響を与えている。またBSN，LU1P10とFACは１%水準で有意にプラスであ

る。このことからオフイス，あるいは工場でも製造業事業所というオフィス的な要素を含む場合には，そ

の増加は地価を上昇させる要因に働いていることが示唆される。首都圏，京浜工業地帯の一角を担う横浜

には商業地としての集積があることを考えると，事業所･営業所及びオフィス機能としての集積が高付加

価値を生み出すものと見られているといえよう。

社会資本整備に関連するLEKI2は１%水準で有意に負であり，最寄り駅から離れるにしたがい地価が下

落する。DISTも有意に負である。これは交通の利便性（交通網整備の外部効果）を表すものといえよう。

環境要因のPCT_MAXについては，値そのものは小さいものの，１%水準で有意にマイナスである。社

会資本整備に関連するLU1P11（道路用地比率）は有意に負であった。LU3P6（工業用地比率）は統計的

には有意ではないものの，その符号は負である。二酸化窒素の主な発生源は自動車，次に工場であるとさ

れていることから，自動車や工場の排ガス濃度の割合の高い地域は地価が低くなっているといえる。住工

混在は，住空間としては好まれないという結果であろう。

NOISEは統計的に有意な結果は得られていない。これからすれば騒音は地価に有意な影響を与えてい

ないといえる。騒音が地価を下げるという山崎（1991）とは異なる結果である７）。対象地域や分析期間が

異なることが理由としては考えられる。そもそも騒音が高いということは，二つの要因が考えられる。一

つは都市の集積の代理変数として，街の「にぎわい」を表すということである。駅前のようなにぎわいの

ある場所であれば，他の条件を一定としても，地価は高い場合が多い。もう一つは，マイナスの環境要因

として働く騒音である。ここではその二つの要因が相殺し合ったと考えられる８）。
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分類�

環境騒音の指標�

環境大気汚染の指標�

変数名�

NOISE

PCT＿MAX

変数の説明�

騒音�

窒素酸化物中の二酸化窒素濃度割合の月�

平均の年度最大値�

（環境要因）

７）山崎の分析対象とした東京の環七沿線はわが国でも有数の騒音，排ガス公害で知られた地域でかつ商業蓄積地域を含んでいない

ことが，この差を生んだ可能性がある。

８）地積については，その係数から300平方メートル程度までの面積の土地については，面積の増加とともに地価の上昇がみられ，

300平方メートル超の面積の土地については，面積の増加とともに地価は減少するという傾向が分かる。すなわち，300平方メー

トルまでの面積の土地については，値段が割高であり，300平方メートル超以上の面積の土地については値段が割安になっている

ということが言えよう。
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都市計画規制�

アクセシビリテイ�

人口静態�

工業地�

商業地�

道　路�

緑　地�

LCHI 2

　　　　　1.05176�
　（4.21338）***

　　　　　1.04631�
　（3.87053）***

　　　　　-0.089834�
　（-3.96489）***

YOUSEKI

LCHI 2

YOUSEKI　　　　　0.00356469�
　（10.5391）***

YOUTO 1

YOUTO 2

YOUTO 1

YOUTO 2

LEKI 2

DIST

LEKI 2

DIST

LPOP

FAC

LU3P6

BSN

LU1P10

LU1P11

LU2P12

自然的土地利用� LU3P1

都市的インフラ�

環境要因� PCT-MAX

定数項� C C

決定係数� Adj.-R 0.857961 Adj.-R 0.853281

SISETU 2

SISETU 3

LSET

LPOP

LSET

　　　　　0.457804�
　（8.22486）***

　　　　　0.267773�
　（5.15437）***

　　　　　-0.0096385�
　（-5.19859）***

　　　　　0.26702�
　（4.86324）***

　　　　　-0.0099114�
　（-4.94887）***

　　　　　-0.010203�
　（-4.24573）***

　　　　　0.403448�
　（4.28297）***

　　　　　-0.0096881�
　（-3.64077）***

　　　　　0.444393�
　（4.46716）***

　　　　　0.00088785�
　（4.46836）***

　　　　　0.00035554�
　（6.84938）***

　　　　　0.690287�
　（4.58325）***

　　　　　0.224112�
　（0.735952）�

LU2P12　　　　　  0.313913�
　 （0.923847）�

　　　　　-0.38458�
　（-4.46178）***

　　　　　-0.411557�
　（-4.48547）***

　　　　　-0.370187�
　（-1.14344）***

　　　　　-0.235692�
　（-2.06404）**

　　　　　-0.410625�
　（-2.48356）**

LU3P1　　　　　-0.345262�
　（-1.92665）*

　　　　　-0.0040468�
　 （-4.37054）*** NOISE　　　　　  0.00204563� （1.01834）�

　　　　　0.059769�
　（1.61447）� SISETU 2　　　　　 0.065811�（1.65343）*

　　　　　0.117375�
　（1.15676）�

SISETU 3　　　　　     0.101478　�
  （0.951453）�

　　　　　9.45447�
　（14.4354）***

　　　　　8.88598�
　（12.1269）***

　　　　　-0.089563�
　（-3.68714）***

　　　　　0.00366721�
　（10.2741）***

　　　　　0.459944�
　（7.84455）***

土地特性� LCHI LCHI

FAC

LU3P6

BSN

LU1P10

LU1P11

　　　　　0.00059793�
　（2.67066）***

　　　　　0.00035453�
　（6.49383）***

　　　　　0.756355�
　（4.80952）***

　　　　　 -0.334605�
　 （-0.964984）�

　　　　　-0.223364�
　（-1.80469）*

括弧内は分散不均一を修正した White による一致性のあるt値�

***　1％水準で有意，**　5％水準で有意，*　10％水準で有意，NI：地点数，NOB：サンプル数�

変数名� 変数名�パラメータ（t値）�
NI：168  NOB：540

パラメータ（t値）�
NI：159  NOB：448

2 2

表２　環境要因考慮モデルの推計結果



５　環境要因考慮モデルによる試算

（試算のフレームワークとプロセス）

本節では，環境要因としては有意であったPCT_MAXを用いたケースを取り上げて，社会資本整備や環

境要因が地価に与える効果を個別事例に基づいて試算する。ケースとして横浜市環状２号線の整備が屏風

ヶ浦，横浜南部方面の地価にどのように波及するかを取り上げる。

試算のフレームワークはシステム・ダイナミックス的方法を採用する。システムダイナミックスモデル

では，フィードバック・ループの積み重ねで，複雑な因果関係を表しており，モデルの結果を読み取るこ

とができる。数量的変化だけでなく質的な変化（非線型な構造）を積極的，明示的にモデル化することが

できること等の長所がある９）。

推計結果から幹線道路整備の効果は以下のような効果をもたらすものと考えられる。

①　時間短縮の効果（みかけの距離の短縮効果） →DISTの減少

②　環境への影響

自動車台数の増加による二酸化窒素排出量の増加 →PCT_MAXの増加

③　土地利用への影響

（ａ）農地面積率の減少 →LU3P1の減少

（ｂ）近隣道路面積の増加 →LU1P11の増加

①については，環状２号線の整備効果ということでこれまで，約１時間かかっていた屏風ヶ浦駅方面か

ら新横浜駅方面までの走行時間が約40分になったこと（横浜市道路局調べ）から次のように計算した。東

京駅～新横浜駅間の距離をXとし，ある地点から新横浜駅までの距離をYとすると，東京駅までの距離

DISTは次式で近似される。

DIST≒X＋Y

ここで，Yは，整備効果で約３分の２になるので見かけの距離は

になったとみなせる。例えば，屏風ヶ浦駅からでは，X=28.8［Km］ Y=18.4［Km］なので，実際の距離，

IST＝28.8+18.4＝47.2は，見かけ上

に短縮されたと考える。これは，東京駅から見て新横浜以遠のある地点までのアクセスの短縮効果である。

なお28.8Km以内の近い所については，アクセスの短縮効果はないものと考えた。

②については，次のような比例計算を行った。PCT_MAXは，窒素酸化物中の二酸化窒素濃度の割合

であるので，x：二酸化窒素の量　y：窒素酸化物の量とすると，

（12）

となる。また，二酸化窒素量がα倍となったときの新しいPCT_MAXは，

（13）pct＿max '＝�αx＋y
αx

pct＿max ＝�x＋y
x

DIST'＝28.8＋　×18.4≒41.4
2
3

DIST'＝X＋　Y
2
3
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９）小泉・岡崎・林（1999）



である。これを元のPCT_MAXで表現し直すと（12）式をｙについて解いた

を（13）へ代入すると以下のようである。

（14）

二酸化窒素量がそれぞれ10%，50%，100%増加した場合に，α＝1.1，α＝1.5，α＝2.0として計算した。

なお，二酸化窒素の量は自動車の増加量に比例するものと考えた。

②については，農地面積と道路面積とは比例的に減少することが確認されており，また幹線道路の整

備に伴い，近隣道路にも何がしかの影響（例えばアクセス道路としての整備）があるだろうということ

から，

ａ）農地面積率の減少は，幹線道路までの距離に応じて減少の割合が異なると考え，整備効果の波及効

果の大きさ別の減少程度をそれぞれ２%（小），10%（中），20%（大）と想定した。

ｂ）近隣道路面積率の増加は，農地面積減少率の１割程度と考え，それぞれ０%，１%，２%とした。

以上の条件の仮定のもとで，東京駅までの距離の平均値である，28.4Kmを中心に，20Km圏，30Km圏，

40Km圏の各地点におけるアクセス効果による地価の変化を計算した。

（試算の結果）

試算の結果は，以下のとおりである。

（１）20Km圏　標準解：318,808円/㎡

pct＿max '＝�
α＊pct＿max

α＊pct＿max＋１－pct＿max

y＝�
x（１－pct＿max）�

pct＿max
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農地面積および近隣�
道路面積の増加量�

農地　　　 2％減少�
近隣道路　 0％増加�

農地　　　10％減少�
近隣道路　 1％増加�

農地　　　20％減少�
近隣道路　 2％増加�

316,956

318,409

320,263

310,514

311,937

313,754

305,656

307,058

308,846

10％増加� 50％増加� 100％増加�

交通量および PCT＿MAX の増加量�

（円／m2）�

農地面積および近隣�
道路面積の増加量�

農地　　　 2％減少�
近隣道路　 0％増加�

農地　　　10％減少�
近隣道路　 1％増加�

農地　　　20％減少�
近隣道路　 2％増加�

287,382

288,700

290,381

281,541

282,832

284,479

277,137

278,408

280,029

10％増加� 50％増加� 100％増加�

交通量および PCT＿MAX の増加量�

（円／m2）�

（２）30Km圏　標準解：287,884円/㎡



（３）40Km圏　標準解：259,960円/㎡
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農地面積および近隣�
道路面積の増加量�

農地　　　 2％減少�
近隣道路　 0％増加�

農地　　　10％減少�
近隣道路　 1％増加�

農地　　　20％減少�
近隣道路　 2％増加�

268,485

269,715

271,286

263,028

264,234

265,772

258,913

260,100

261,615

10％増加� 50％増加� 100％増加�

交通量および PCT＿MAX の増加量�

（円／m2）�

20Km圏，30Km圏，40Km圏ともPCT_MAXの排出量の少ない（交通容量の少ない）ほど，地価を高

くする影響を与えている。また同じPCT_MAXの排出量（交通容量は変わらない）では，農地減少の割

合の大きい（近隣道路面積の増加の割合が大きい）ほど，地価を高くする。これは，交通容量が大幅に

増加しないのであれば，幹線道路整備を行った方が地価を上昇させているということである。

距離圏別に地価に対する影響をみると，40Km圏では，交通量100％増･農地２％減･近隣道路０%増と

いうケース以外は，全てのケースにおいて標準解を上回っている。30Km圏では交通量10％増･農地10％

減･近隣道路１％増および交通量10％増･農地20％減･近隣道路2％増という二つのケース以外は標準解を

下回っている。20Km圏では交通量10％増･農地20％減･近隣道路2％増という一つのケース以外はすべて

標準解を下回っている。

この簡単な試算でも，その地域の置かれた条件によって道路整備の地価に与える影響は異なることが

示された。これは道路整備効果については一般的に論じるのではなく，実証分析を踏まえた上で各地域

の条件を考慮して評価されるべきであることを示している10）。

６　まとめにかえて

本論文では社会資本の整備などの外部効果が地価に反映すると考え，各々の地点，時期の特徴が価格

に現れるヘドニック･アプローチで横浜市の地価をパネル推計し，その上で道路整備の効果について若干

のシミュレーションを試みた。

TOPIXで基準化した地価が土地の特性，都市計画規制，アクセシビリティ，社会資本の整備状況，環

境要因等によって影響されていることを明らかにした。分析期間，対象地区を替えてもその結果はかな

り安定していた。このことは改めて社会資本や環境要因の外部効果が地価に反映されるというキャピタ

リゼーション仮説を支持するものであった。

我々のシミュレーションは，社会資本の整備の効果について単一方向で考えるのではなく，複数のル

ートを通じる影響を総合的に判断する必要があることを示すものであった。

財政の悪化や価値観の多様化，社会経済生活の複雑化に伴い，一般的な社会資本の整備や環境問題の

重要性に関してはコンセンサスは得られるものの，個別具体的なプロジェクトの選択･実行について市民

10）たとえばアクセス効果としてのDISTと環境要因であるPCT_MAXの二つの変数に着目した場合両者はトレードオフの関係となる

が，その均衡点はパラメータの比である－0.397となる。



の広汎なコンセンサスを形成することは必ずしも容易ではない状況にある。それだけに市民に数量的な判

断材料を提供することは，そのプロジェクトの価値についてコンセンサスを形成する上で一つの基盤とな

るものである。近年，政策評価の重要性や時間を経過した公共事業計画の見直しの必要性が指摘され，一

部では実施されるに至った（時のアセス）。我々のヘドニックアプローチによる地価関数の推定とシステ

ム･ダイナミックス的試算は，その有用性を裏付けるものであった。

もちろん，この数量分析は地価の変動を通じてプロジェクトの評価を試みるものであり，環境水準など

健康に直接影響するので絶対的な基準を必要とする分野までカバーするものではない。それらの健康に関

する指標と併せて使われるならば，プロジェクトの選択，実施に関する市民のコンセンサス形成に一層寄

与するであろう。
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